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3. まちづくり
澁災害に強いまちづくりに重要な取組み（表5）
「台風・豪雨時の水害を防ぐ河川や排水路の改修
などの治水対策の充実」（55.7％）が最も多く5割を
超えています。これに「災害発生時における行政の
初動体制、危機管理体制の強化」（29.1％）、「子ども
や高齢者、障害者など弱い立場の人たちの避難支援
プランの作成」（23.1％）、「災害危険箇所や避難ルー
ト・場所等に関する防災情報の提供」（20.6％）が続
いています。

澀施策についての現在の満足度（表6）
「生活環境の整備」に関しては「水道水の安定供
給」が＋0.86ポイント、「生活廃水・産業排水などの
処理」が＋0.40ポイント、「ごみ・し尿の収集や処理」
が＋0.37ポイントと評価が高く、反面、「高齢者など
が移動しやすい環境の整備（バリアフリー）」が－0.85
ポイント、「高速道路や国道、県道など幹線道路整
備」が－0.73ポイントと評価が低くなっています。
また、「産業の振興」に関しては、「雇用機会の創

出」が－1.17ポイント、「工業の育成・支援」が－0.74
ポイント、「商業やサービス業の育成・支援」が－0.64
ポイントと全般で評価が低くなっています。

潯施策についての今後の重要度（表7）
「健康保険や年金制度の健全化」は＋1.61ポイン

ト、「介護保険制度の普及や介護サービスの充実」
は＋1.51ポイントなど「健康・福祉の充実」に関す
る施策について重要度が高くなっています。
また、「自然災害への備え」は＋1.67ポイント、「消
防や救急体制の整備」は＋1.54ポイントなど「安全
確保」に関する施策についても重要度が高くなって
います。

【表5】災害に強いまちづくりに重要な取組み（複数回答）

【表6】施策についての現在の満足度（平均値）
「満足」は＋2点、「やや満足」は＋1点、「不満」は－2点、「やや不満」
は－1点とし、それぞれの施策の平均値を算出しました。

【表7】施策についての今後の重要度（平均値）
「重要」は＋2点、「やや重要」は＋1点、「重要でない」は－2点、「あまり
重要でない」は－1点とし、それぞれの施策の平均値を算出しました。
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4. 市政運営への市民参画のあり方

5. 行財政改革

潛市政への市民参画（表8）
「地区や地域での活動を通じて、まちづくりへの活動
に参加したい」（38.4％）が最も多く、これに「インター
ネットやアンケートなどによって意見を述べたい」
（12.2％）、「市長との懇談会、住民説明会などの機会があ
れば参加したい」（11.3％）、「自主的に個々のレベルで、
市政への提言や、まちづくりの活動に協力したい」
（11.0％）などが続き、何らかの形で市民参画意向を持つ
市民は8割近くを占めています。
一方、「まちづくりは行政や議会にまかせる」（13.0％）
は約1割あります。

濳市民参画への取組み（表9）
「市民参加活動の内容、時間、場所、方法など、参加
しやすい運営上の工夫」（35.7％）が最も多く、これに
「アンケート等による市民意見の聴取」（31.9％）、「まち
づくり活動の情報提供やPRの充実」（27.4％）が続いてい
ます。

潭行財政改革（表10）
「行政サービスを削減してでも、税金などの負担を高
めるべきではない」（58.5％）が約6割を占めています。

澂行財政改革の重要課題（表11）
「職員の能力向上」（35.1％）が最も多く、これに「行
政組織のスリム化」（31.8％）、「公共事業や行政サービス
の見直し」（28.4％）、「積極的でわかりやすい行政の情報
開示」（22.4％）、「行政サービスの民間委託や民営化の推
進」（20.3％）が続いています。

潼行政サービスの民間委託・民営化（表12）
「サービスの低下を招かず経費が削減できるならば、民
間委託や民営化をする方が望ましい」（49.0％）が約5割を占
めます。これに「民間にできるサービスは、積極的に民間委
託や民営化をするべきである」（22.0％）を合わせると、『民
間委託・民営化派』（71.0％）は7割を占めています。

【表8】市政への市民参画

【表9】市民参画への取組み（複数回答）

【表10】行財政改革

【表11】行財政改革の重要課題（複数回答）

【表12】行政サービスの民間委託・民営化
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今回の市民アンケートでは、設問の回答とともに、多く
の「自由意見」もいただいています。今後、市では、この調
査結果を十分検討し、計画策定に反映させていきます。
なお、市民アンケート結果報告書については、市ホー
ムページに掲載しているほか、市立図書館、企画課企画
調整係、各総合支所総務課で閲覧することができます。
ぜひ、ご覧ください。
◇市ホームページアドレス http://www.city.toyooka.lg.jp
◇問合せ 企画課企画調整係

アンケート報告書の閲覧について


